
高松市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に  

基づく特定建築物等の計画の認定等事務処理要綱  

 

（趣旨）   

第１条  この要綱は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

（平成１８年法律第９１号。以下「法」という。）の施行に関し、高齢者、

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成１８年政令第

３７９号。以下「政令」という。）及び高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通省令第１１０号。以

下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。  

（特定建築物の建築等の計画に関する適合通知の申出）  

（定義）  

第２条  この要綱において使用する用語は、法、政令及び省令において使用す

る用語の例による。  

第３条  法第１７条第１項の規定による認定の申請をしようとする者は、同条

第４項の規定により当該申請に併せて適合通知を受けるよう市長に申し出る

場合は、省令第８条の申請書及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第６条第１項（同法第８７条第１項において準用する場合を含む。）の確認

の申請書に適合通知申出書（様式第１号）を添えて、市長に提出しなければ

ならない。  

（構造計算適合性判定等）  

第４条  前条の規定による申出をしようとする者は、当該申出に係る建築物の

計画に建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律

第５３号）第１０条第１項に規定する建築物を建築しようとするときは、同

法第１１第６項の適合判定通知書若しくはその写し又は建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５号）

第６条各号に定める書類を省令第８条の申請書に添えなければならない。  

２  前条の規定による申出をしようとする者は、当該申出に係る建築物の計画

に建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第



５３号）第１０条第１項に規定する建築行為が含まれる場合は、同法第１１

第６項の適合判定通知書若しくはその写し又は建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律施行規則（平成 28 年国土交通省令第５号）第６条各号

に定める書類を省令第８条の申請書に添えなければならない。  

（認定を受けた計画の変更認定申請等）  

第５条  法第１８条第１項の規定による計画の変更の認定（以下「計画変更の

認定」という。）の申請をしようとする認定建築主等は、計画変更認定申請

書（様式第２号）の正本及び副本に、それぞれ省令第８条に規定する図書の

うち当該計画の変更に係るもの及び省令第１０条第２項の通知書（以下「認

定通知書」という。）の写しを添えて、市長に提出しなければならない。  

２  前項の認定建築主等は、法第１８条第２項の規定により準用する法第１７

条第４項の規定により、当該申請に併せて適合通知を受けるよう申し出る場

合は、前項に規定する書類及び図書並びに建築基準法第６条第１項（同法第

８７条第１項において準用する場合を含む。）の確認の申請書に適合通知申

出書を添えて、市長に提出しなければならない。  

３  省令第１１条に規定する軽微な変更をしようとする認定建築主等は、軽微

な変更報告書（様式第３号）に認定通知書の写しを添えて、市長に提出しな

ければならない。  

（申請の取下げ）  

第６条  法第１７条第１項（法第１８条第２項において準用する場合を含む。）

又は法第２２条の２第１項（同条第５項において読み替えて準用する法第

１８条第２項において準用する場合を含む。）の規定による認定（変更の認

定を含む。）の申請を行った者は、当該申請に係る認定を受ける前に当該申

請を取り下げようとするときは、あらかじめ認定申請取下届出書（様式第

４号）を市長に提出しなければならない。  

（事業の中止）  

第７条  認定建築主等は、認定特定建築物の建築等の事業を中止したときは、速

やかに、事業中止届出書（様式第５号）に認定通知書（計画変更の認定を受

けた場合にあっては、認定通知書及び計画変更の認定の通知書）を添えて、

市長に提出しなければならない。  



（事業完了の報告）  

第８条  認定建築主等は、認定特定建築物の建築等の事業が完了したときは、

速やかに、事業完了報告書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。  

（既存の特定建築物に設けるエレベーターについての特例の認定申請）  

第９条  法第２３条第１項の規定による認定を受けようとする者は、特例認定

申請書（様式第７号）の正本及び副本に、それぞれ次の表に掲げる図書を添

えて、市長に提出しなければならない。  

図書の種類  明  示  す  べ  き  事  項  

付近見取図  方位、道路及び目標となる地物  

配  置  図  

縮尺、方位、敷地の境界線、土地の高低、敷地の

接する道等の位置、特定建築物及びその出入口の

位置、エレベーターの位置、敷地内の通路の位置

及び幅（当該通路が段又は傾斜路若しくはその踊

り場を有する場合にあっては、それらの位置及び

幅を含む。）、敷地内の通路に設けられる手すり

の位置、敷地内の車路及び車寄せの位置、駐車場

の位置、車椅子使用者の位置、車椅子使用者用駐

車施設の位置及び幅並びに案内設備の位置  

各階平面図  

縮尺、方位、間取り、各室の用途、床の高低、特

定建築物の出入口 及び各室の出入口 の位置及び

幅、出入口に設けられる戸の開閉の方法、廊下等

の位置及び幅、階段の位置、幅及び形状（当該階

段が踊り場を有する場合にあっては、踊り場の位

置及び幅を含む。）、傾斜路の位置、幅及び縦断

こう配（当該傾斜路が踊り場を有する場合にあっ

ては、踊り場の位置及び幅を含む。）、申請に係

るエレベーターの位置、申請に係るエレベーター

以外のエレベーターその他の昇降機の位置、車椅

子使用者用便房のある便所の位置、車椅子使用者

用客室の位置、駐車場の位置、車椅子使用者用駐

車施設の位置及び幅、車椅子使用者用浴室等の位

置、案内設備の位置並びに申請に係るエレベータ

ーのかご内と常時特定建築物を管理する者が勤務

する場所との間を連絡することができる装置の位

置  

エレベーターの

構造詳細図  

縮尺並びにかご、昇降路及び乗降ロビーの構造（か

ご内に設けられるかごの停止する予定の階を表示

する装置、かごの現在位置を表示する装置及び乗

降ロビーに設けられる到着するかごの昇降方向を



表示する装置の位置並びにかご内及び乗降ロビー

に設けられる制御装置の位置及び構造を含む。）  

 昇降路の出入口の構造及び昇降路を構成する主要

構造部の構造  

 

乗降ロビーからかご内の車椅子使用者を容易に覚

知できるエレベーターの構造並びにかご内と常時

特定建築物を管理する者が勤務する場所との間を

連絡することができる装置の位置及び構造  

構造伏図、軸組

図 及 び 構 造 詳

細図  

申請に係るエレベーターの設置により構造耐力上

の影響を受ける壁、柱、床及びはりの位置、寸法

及び仕様   

構造計算書  

申請に係るエレベーターの設置後において特定建

築物の壁、柱、床及びはりが構造耐力上安全な構

造であることを示す構造計算の結果及びその算出

方法  

（特定建築物の建築物移動等円滑化基準への適合に関する事項の報告）   

第１０条  法第５３条第３項の規定による報告は、特定建築物の建築物移動等

円滑化基準への適合に関する報告書（様式第８号）により行わなければなら

ない。  

（認定特定建築物の建築等又は維持保全の状況の報告）  

第１１条  認定建築主等は、法第５３条第４項の規定による報告は、認定特定

建築物（認定協定建築物）（建築等）状況報告書（様式第９号）又は認定特定

建築物（認定協定建築物）（維持保全）状況報告書（様式第１０号）により行

わなければならない。  

（認定協定建築主等についての準用）  

第１２条  第５条第１項及び第３項、第７条、第８条並びに第１１条の規定は、

法第２２条の２第５項に規定する認定協定建築主等について準用する。この

場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。  

第５条第１項  法  法第２２条の２第５項  

  において準用する法  

 第８条  第１２条の３第１項  

 図書  写し及び図書  

 第１０条第２項  第１２条の７第２項  



第５条第３項  第１１条  第１２条の８  

第７条、第８条及び  認定特定建築物  認定協定建築物  

第１１条の見出し    

第１１条  第５３条第４項  第５３条第５項  

 

（委任）  

第１３条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。  

 

附  則  

この要綱は、平成２２年６月１日から施行する。  

   附  則  

１  この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

２  改正前の高松市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

に基づく特定建築物の計画の認定等事務処理要綱に規定する様式による用

紙は、当分の間、所要の修正をして使用することができる。  

附  則  

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、令和元年６月２５日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和７年７月１日から施行する。  

 

 

 

  



様式第１号（第３条関係）  

年   月   日    

  （宛先）高松市長  

 

申出者  住所               

氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 

 

適合通知申出書  

 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第１７条第４項の

規定により、特定建築物の建築等の計画が建築基準法第６条第１項の建築基

準関係規定に適合する旨の建築主事又は建築副主事の通知を受けるよう申し

出ます。  

申 請 建 築 物 の 所 在 地   

申請建築物の名称（仮称）  

工 事 の 種 別  

新築    増築    改築    修繕  

模様替   用途の変更  

建

築

物  

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数           造・地上   階、地下   階  

延 べ 面 積                       ㎡  

注  

１  「申出者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在

地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「工事の種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。  

 
 

 



様式第２号（第５条関係）  
年   月   日    

 
  （宛先）高松市長  
 
                申請者  住所               
                    氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 
 

計画変更認定申請書  
 
  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第１８条第１項
（同法第２２条の２第５項において準用する同法第１８条第１項）の規定に
よる認定を受けたいので、高松市高齢者、障害者等の移動等の円滑化に関す
る法律に基づく特定建築物等の計画の認定等事務処理要綱第５条第１項（同
要綱第１２条において読み替えて準用する同要綱第５条第１項）の規定によ
り申請します。なお、この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違
ありません。  

 
１  認定年月日及び認定番号    年   月   日   第       号  

 
２  計画変更の概要  

 変更前  変更後  

１  特定建築物（協定建築
物）及びその敷地に関す
る事項  

  

２  建築物特定施設（協定
建築物特定施設）の構造
及び配置に関する事項  

  

３  建築物特定施設（協定
建築物特定施設）の維持
保全に関する事項  

  

４  特定建築物（協定建築
物）の建築等の事業に関
する資金計画  

  

５  特定建築物（協定建築
物）の建築等の事業の実
施時期  

  

３  特定建築物に係る計画の変更の場合にあっては、高齢者、障害者等の移
動等の円滑化の促進に関する法律第１８条第２項において準用する同法第
１７条第４項の適合通知を受ける旨の申出の有無  

有・無（該当するものを○で囲んでください。）  
注  
１  「申請者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「２  計画変更の概要」は、変更のある事項に係る欄のみ記入してく
ださい。  

 
（以下は記入しないでください。）  

受  付  欄  認定番号欄  決裁欄  

年   月   日  年   月   日  

 第      号  第      号  

係員氏名  係員氏名  

  



様式第３号（第５条関係）  

年   月   日    

  （宛先）高松市長  

報告者  住所               

氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 

 

軽微な変更報告書  

 

  認定特定建築物（認定協定建築物）の建築等及び維持保全の計画の変更に

ついて、高松市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基

づく特定建築物等の計画の認定等事務処理要綱第５条第３項（同要綱第１２

条において読み替えて準用する同要綱第５条第３項）の規定により、報告し

ます。  

認定特定建築物（認 定協定建

築物）の名称  
 

認定特定建築物（認 定協定建

築物）の所在地  
 

工 事 の 種 別 
新築    増築    改築    修繕  

模様替   用途の変更  

建 
築 

物 

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数          造・地上  階、地下  階  

延 べ 面 積                    ㎡  

認 定 年 月 日 及 び 認 定 番 号     年   月   日   第      号  

変 更 認 定年 月 日 及 び 認 定 番 号    年   月   日   第      号  

変
更
前 

事 業 着 手 予 定 年 月 日         年   月   日  

事 業 完 了 予 定 年 月 日         年   月   日  

変
更
後 

事 業 着 手 予 定 年 月 日         年   月   日  

事 業 完 了 予 定 年 月 日         年   月   日  

注  

１  「報告者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在

地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「工事の種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。  

３  「変更認定年月日及び認定番号」の欄は、計画変更の認定を受けた場

合に記入してください。   



様式第４号（第６条関係）  

年   月   日    

 

  （宛先）高松市長  

 

届出者  住所               

氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 

 

認定申請取下届出書  

 

  特定建築物（協定建築物）の建築等及び維持保全の計画の認定（計画変更

の認定）の申請を取り下げたいので、高松市高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律に基づく特定建築物等の計画の認定等事務処理要綱

第６条の規定により届け出ます。 

申 請 建 築 物 の 所 在 地   

申請建築物の名称（仮称）  

工 事 の 種 別  
新築    増築    改築    修繕  

模様替   用途の変更  

建

築

物  

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数         造・地上  階、地下  階  

延 べ 面 積  ㎡  

事 業 着 手 予 定 年 月 日           年   月   日  

事 業 完 了 予 定 年 月 日           年   月   日  

認 定 申 請 取 下 理 由  

 

 

 

 

届 出 者  

連 絡 先  

住 所   法 人 名   

氏 名   電 話 番 号  

注  

１  「届出者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所

在地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「工事種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。  

３  「認定申請取下理由」の欄は、できるだけ具体的に記入してくださ

い。   

 



様式第５号（第７条関係）  

年   月   日    

 

  （宛先）高松市長  

届出者  住所               

氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 

 

事業中止届出書  

 

  認定特定建築物（認定協定建築物）の建築等の事業を中止したので、高松

市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定建築

物等の計画の認定等事務処理要綱第７条（同要綱第１２条において読み替え

て準用する同要綱第７条）の規定により届け出ます。  

認定特定建築物（認定協定建

築物）の名称  
 

認定特定建築物（認定協定建

築物）の所在地  
 

工 事 の 種 別  
新築    増築    改築    修繕  

模様替    用途の変更  

建
築
物 

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数       造・地上  階、地下  階   

延 べ 面 積                 ㎡  

認 定 年 月 日 及 び 認 定 番 号        年   月   日   第    号  

変更認定年月日及び認定番号       年   月   日   第    号  

事 業 着 手 予 定 年 月 日           年   月   日  

事 業 完 了 予 定 年 月 日           年   月   日  

事 業 を 中 止 し た 理 由  

 

 

 

届 出 者  

連 絡 先  

住所   法  人  名   

氏名   電話番号   

注  

１  「届出者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在

地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「工事の種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。  

３  「変更認定年月日及び認定番号」の欄は、計画変更の認定を受けた場

合に記入してください。  

４  「事業を中止した理由」の欄は、できるだけ具体的に記入してくださ

い。  

５  認定通知書（計画変更の認定を受けた場合にあっては、認定通知書及

び計画変更の認定の通知書）を添付してください。   



様式第６号（第８条関係）  

年   月   日    

  （宛先）高松市長  

 

報告者  住所               

氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 

 

事業完了報告書  

 

  認定特定建築物（認定協定建築物）の建築等の事業が完了したので、高松

市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定建築

物等の計画の認定等事務処理要綱第８条（同要綱第１２条において読み替え

て準用する同要綱第８条）の規定により、次のとおり報告します。  

認定特定建築物（認定協定

建築物）の名称  
 

認定特定建築物（認定協定

建築物）の所在地  
 

工 事 の 種 別  
新築    増築    改築    修繕  

模様替    用途の変更  

建
築
物 

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数  造・地上  階、地下  階  

延 べ 面 積  ㎡  

認 定 年 月 日 及 び 認 定 番 号      年   月   日   第     号  

変 更 認 定 年 月 日 及 び 認 定 番 号     年   月   日   第     号  

事 業 着 手 年 月 日           年   月   日  

事 業 完 了 年 月 日           年   月   日  

設 計 者  

（  ）級建築士（   ）登録第     号  

氏名  

（ ）級建築士事務所（ ）知事登録第   号  

所在地  

工 事 監 理 者  

（  ）級建築士（   ）登録第    号  

氏名  

（ ）級建築士事務所（ ）知事登録第   号  

所在地  

工 事 施 工 者  

建設業の許可（   ）第    号  

氏名  

所在地  

報告者  

連絡先  

住所   法 人 名  

氏名   電話番号  

注  

１  「報告者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在

地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「工事の種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。  

３  「変更認定年月日及び認定番号」の欄は、計画変更の認定を受けた場

合に記入してください。   



様式第７号（第９条関係）  

（表）  

年   月   日    

  （宛先）高松市長  

                申請者  住所               

氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 

 

特例認定申請書  

 

  高松市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特

定建築物等の計画の認定等事務処理要綱第９条の規定により、特定建築物に

設置するエレベーターについての建築基準法の特例の認定を申請します。な

お、この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。  

１  特定建築物に関する事項  

特 定 建 築 物 の 名 称   

特定建築物の所在地   

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数  造・地上  階、地下  階  

新 築 の 時 期   年    月  

延 べ 面 積  

申請に係る部分  
申請に係る部分  

以外の部分  
合  計  

㎡  ㎡  ㎡  

特 例 適 用 規 定  □建築基準法第２７条第２項  

備 考   

２  申請に係るエレベーターの概要に関する事項  

エレベーターの種別  

エレベーターの仕様 定員     人  定格速度 ｍ／分  

３  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第２３条第１項
第１号の主務省令で定める安全上及び防火上の基準に関する事項  

項   目  基     準  状況  摘要  

エレベーターの設置
に係る特定建築物の
主要構造部の部分の
構造  

特定建築物の壁、柱、床及びはりが
、当該エレベーターの設置後におい
て構造耐力上安全な構造であること
。  

適・否 

 

エレベーターの昇降
路  

出入口の戸が自動的に閉鎖する構造の
もので、かつ、壁、柱及びはり（当該
特定建築物の主要構造部に該当する部
分に限る。）が不燃材料で造られたも
のであること。  

適・否 

 

   



               （裏）  
  
４  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第２３条第１項
第２号の主務省令で定める安全上の基準に関する事項  

項   目  基     準  状況  摘要  

エレベーターの制御
方法  

エレベーターのかご内及び乗降ロビー
にそれぞれ、車椅子使用者が利用しや
すい位置に制御装置が設けられている
こと。  

適・否 

 

乗降ロビーに設ける制御装置は、施錠
装置を有する覆いを設ける等当該制御
装置の利用を停止することができる構
造であること。  

適・否 

 

エレベーターの作動
状態の監視方法  

エレベーターのかご及び昇降路のすべ
ての出入口の戸に網入ガラス入りのは
めごろし戸を設ける等により乗降ロビ
ーからかご内の車椅子使用者を容易に
覚知できる構造であること。  

適・否 

 

かご内と常時特定建築物を管理する者
が勤務する場所との間を連絡すること
ができる装置が設けられていること。  

適・否 

 

 
５  エレベーターの設置の事業に関する事項  

事 業 着 手 予 定 年 月 日     年    月    日  

事 業 完 了 予 定 年 月 日     年    月    日  

代 理 者  

連 絡 先  

住 所   法 人 名   

氏 名   電 話 番 号   

注  
１  「申請者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「備考」の欄は、特定建築物に関して建築基準法第７条第５項、第７
条の２第５項又は第１８条第１８項に規定する検査済証の交付を受けた
場合における当該検査済証の交付年月日及び番号を記載してください。  

３  「設計者」の欄は、設計者の氏名及びその者の有する資格並びに当該
設計者の所属する会社の名称、所在地及び登録事項について、具体的に
記入してください。  

 
 

（以下は記入しないでください。）  

受  付  欄  消防関係同意欄  認定番号欄  決裁欄  

年  月  日  

 

年  月  日  

 第    号  第    号  

係員氏名  係員氏名  

  

 

 

 



様式第８号（第１０条関係）  
 

年   月   日  
 

  （宛先）高松市長  
報告者  住所               

氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 

 

特定建築物の建築物移動等円滑化基準への適合に関する報告書  
 
  特定建築物の建築物移動等円滑化基準への適合に関する事項について、高
松市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定建
築物等の計画の認定等事務処理要綱第１０条の規定により報告します。  

特 定 建 築 物 の 名 称   

特 定 建 築 物 の 所 在 地   

工 事 の 種 別  
新築    増築    改築    修繕  

模様替   用途の変更  

建
築
物 

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数  階造・地上  階、地下  階  

延 べ 面 積  ㎡  

認 定 年 月 日 及 び 認 定 番 号  年   月   日  第     号  

変更認定年月日及び認定番号        年   月   日  第     号  

事 業 着 手 （ 予 定 ） 年 月 日           年   月   日  

事 業 完 了 （ 予 定 ） 年 月 日           年   月   日  

設 計 者  

（  ）級建築士（   ）登録第     号  

氏名  

（  ）級建築士事務所（  ）知事登録第   号  

所在地  

工 事 監 理 者 （ ※ ）  

（  ）級建築士（   ）登録第     号  

氏名  

（  ）級建築士事務所（  ）知事登録第   号  

所在地  

工 事 施 工 者 （ ※ ）  

建設業の許可（    ）第     号  

氏名  

所在地  

報 告 の 内 容  
 

 

報告者  

連絡先  

住 所   法 人 名   

氏 名   電話番号   

注  
１  「報告者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「工事の種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。  
３  「認定年月日及び認定番号」の欄は、計画の認定を受けた場合に記入
してください。  

４  「変更認定年月日及び認定番号」の欄は、計画変更の認定を受けた場
合に記入してください。  

５  ※欄は、建築等着手後に報告を行う場合に記入してください。  
６  「報告の内容」の欄は、できるだけ具体的に記入してください。  
７  付近見取図、配置図及び平面図を添付してください。  

 
 



様式第９号（第１１条関係）  
 

年   月   日  
 

  （宛先）高松市長  
 

           報告者  住所               
           氏名              

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 
 

認定特定建築物（認定協定建築物）（建築等）状況報告書  
 

  認定特定建築物（認定協定建築物）の建築等の状況について、高松市高齢
者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定建築物等の
計画の認定等事務処理要綱第１１条（同要綱第１２条において読み替えて準
用する同要綱第１１条）の規定により報告します。  
認定特定建築物（認定協定
建築物）の名称  

 

認定特定建築物（認定協定
建築物）の所在地  

 

工 事 の 種 別  
新築    増築    改築    修繕  
模様替   用途の変更  

建
築
物 

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数  造・地上   階、地下   階  

延 べ 面 積  ㎡  

認 定 年 月 日 及 び 認 定 番 号     年   月   日  第      号   

変更認定年月日及び認定番号       年   月   日  第      号  

事 業 着 手 （ 予 定 ） 年 月 日           年   月   日  

事 業 完 了 （ 予 定 ） 年 月 日           年   月   日  

設 計 者  

（  ）級建築士（   ）登録第     号  
氏名  
（ ）級建築士事務所（  ）知事登録第   号  
所在地  

工 事 監 理 者  

（  ）級建築士（   ）登録第     号  
氏名  
（ ）級建築士事務所（  ）知事登録第   号  
所在地  

工 事 施 工 者  
建設業の許可（   ）第     号  
氏名  
所在地  

報 告 の 内 容  
 
 

報告者  
連絡先  

住 所   法 人 名   

氏 名   電話番号   

注  
１  「報告者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「工事の種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。  
３  「変更認定年月日及び認定番号」の欄は、計画変更の認定を受けた場
合に記入してください。  

４  「報告の内容」の欄は、できるだけ具体的に記入してください。  
５  付近見取図、配置図及び平面図を添付してください。   

 



様式第１０号（第１１条関係）  
 

年   月   日  
  （宛先）高松市長  

 
報告者  住所               

氏名              
（法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名） 

 
認定特定建築物（認定協定建築物）（維持保全）状況報告書  

 
  認定特定建築物（認定協定建築物）の維持保全の状況について、高松市高
齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第に基づく特定建築物
等の計画の認定等事務処理要綱第１１条（同要綱第１２条において読み替え
て準用する同要綱第１１条）の規定により報告します。  
認定特定建築物（認 定協定建
築物）の名称  

 

認定特定建築物（認 定協定建
築物）の所在地  

 

工 事 の 種 別  
新築    増築    改築    修繕  
模様替   用途の変更  

建
築
物 

主 要 用 途   

構 造 ・ 階 数  造・地上  階、地下  階  

延 べ 面 積          ㎡  

認 定 年 月 日 及 び 認 定 番 号       年   月   日  第     号  

変 更 認 定年 月 日 及 び 認 定 番 号      年   月   日  第     号  

事 業 完 了 年 月 日           年   月   日  

前 回 報 告 年 月 日           年   月   日  

認定特定建築物（認 定協定建
築物）の調査者  

 

報 告 の 内 容   

報 告 者  
連 絡 先  

住 所   法 人 名   

氏 名   電話番号   

注  
１  「報告者の住所及び氏名」欄は、法人にあっては主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名を記入してください。  

２  「工事の種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。  
３  「変更認定年月日及び認定番号」の欄は、計画変更の認定を受けた場
合に記入してください。  

４  「認定特定建築物（認定協定建築物）の調査者」の欄は、調査者の氏
名及びその者の有する資格並びに当該調査者の所属する会社の名称、所
在地及び登録事項について、具体的に記入してください。  

５  「報告の内容」の欄は、できるだけ具体的に記入してください。  
６  付近見取図、配置図及び平面図を添付してください。   

 


